
 

 

  

貸 借 対 照 表 
（2024年３月31日現在） 

  

  

 

        （単位：千円） 
  

科     目 金   額 科     目 金   額 

（資産の部）  （負債の部）  
流 動 資 産 2,223,252 流 動 負 債 1,005,096 

現金及び預金 763,849 買掛金 411,498 

電子記録債権 446,972 未払費用 236,348 

売掛金 899,602 未払法人税等 103,992 
契約資産 56,667 未払消費税等 26,947 
仕掛品 6,409 預り金 27,308 
前払費用 4,743 賞与引当金 199,000 
その他 12,329 固 定 負 債 111,974 
ＣＭＳ預け金 32,676 退職給付引当金 111,974 

固 定 資 産 188,520 負債合計 1,117,071 

 有形固定資産 21,632 （純資産の部）  
建物 12,669 株 主 資 本 1,294,701 
工具、器具及び備品 8,963 資本金 50,000 

 無形固定資産 9,132 利益剰余金 1,244,701 
ソフトウェア 6,847 利益準備金 12,500 
電話加入権 2,284 その他利益剰余金 1,232,201 

 投資その他の資産 157,755 別途積立金 855,000 
繰延税金資産 154,806 繰越利益剰余金 377,201 

敷金 2,948 純資産合計 1,294,701 

資産合計 2,411,773 負債及び純資産合計 2,411,773 
 

   （注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
  



 

 

個 別 注 記 表 
          

  

(重要な会計方針に係る事項) 
  
 (１) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 仕掛品 ………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
による簿価切り下げの方法） 

 
 (２) 固定資産の減価償却方法 

 ① 有形固定資産 …… 定率法を採用しております。 

     (リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物
については、定額法によっております。 

 ② 無形固定資産 …… 定額法を採用しております。 

  自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間
（３～５年）に基づく定額法によっております。 

 
 (３) 引当金の計上基準 

 ① 賞与引当金 …………… 従業員に対する賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上して

おります。 
 

 ② 退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上しております。 
 
 (４) 重要な収益及び費用の計上基準 

     当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容 

    及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下の通りであります。 

         工事請負契約においては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行 

     義務の充足に係る進捗度（進捗度の見積りは原価比例法）に基づき収益を認識しており 

         ます。 なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合で、 

         かつ、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、 

         履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、回収することが見 

         込まれる費用の額で収益を認識しております。 

 

 （収益認識に関する注記) 

     収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針に係る事項」の「（４）重要な 

   収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
  



 

  
(株主資本等変動計算書に関する注記) 

  
(１) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 
  

株式の種類 
当事業年度期首 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

譲渡制限株式 1,000 - - 1,000 

   
(２) 配当に関する事項 
  
①配当金支払額 
  

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2023年５月30日 
定時株主総会 

譲渡制限株式 260,000千円 260,000円  2023年３月31日 2023年５月31日 

  
②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2024年５月31日開催の第42回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 
  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2024年５月31日 
定時株主総会 

譲渡制限株式 利益剰余金 260,000千円 260,000円 2024年３月31日 2024年６月３日 

 

(その他の注記) 

 (１) 有形固定資産の減価償却累計額 90,482千円 

 
    

 

   


